






































































































































































































































































































































































































































全体 785 100.0％ 14.7 28.6 3.0 61886.8
Ａグループ 
（活発タイプ）
50 6.4％ 159.7 277.4 33.9 693084.1
Ｂグループ 
（バランスタイプ）
110 14.0％ 25.1 53.5 4.3 94892.4
Ｃグループ 
（VBなしタイプ）
250 31.8％ 3.2 9.0 0.0 11624.9
Ｄグループ 
（特許なしタイプ）




325 41.4％ 0.0 0.0 0.1 0.0
（出所）文部科学省科学技術政策研究所（2011）をもとに筆者が作成
図表12　Aグループの大学等一覧
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